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食品衛生レビュー№64●保健所における食中毒事例の対応
　保健所へは毎日住民から「食中毒ではないか、調査してもらいた」との電話等があります。その時の応対、調査、営業禁停止処分等について説明します。
食中毒の探知
保健所へは毎日住民から「〇〇飲食店で食事をしたら下痢をした。〇〇飲食店が原因と思われるので調査をしてもらいたい。診療所で診てもらったら“食あたり”と言われた。」のような相談が、多くは電話、時には来所、数は少ないですが手紙もあります。
相談者の多くは、特定の飲食店が原因と断定したような言動が多いです。しかし、食中毒病因物質による症状、潜伏期間等を説明すると、相談者自身の思い違いなどに気が付いて、それで終わります。ほかに問い合わせがなく、相談者の症状等から飲食店が原因と考えられない場合には、一応飲食店に連絡して客数、メニューの提供数を確認して、その結果を説明して納得してもらいます。飲食店等の営業施設へ調査に行くには相談数全体の20％以下です。
飲食店の調査
　飲食店へ調査に行く場合、先ず電話で営業者、店長等の立ち合いと、当日の客数、メニュー別の提供数の調査、電算システム使用の場合には出力をお願いします。最初は疑いですので、営業に支障がないように、自動車の「保健所」「食品衛生パトロール車」と書かれた部分を「交通安全」などと書かれたゴム磁石で隠し、飲食店から離れた場所に駐車して、裏口から入いります。通常は２班で、１班は聴き取り班（客数、提供数、従業員の健康状態、原材料の保管、調理方法など）、もう１班が検査班（冷蔵庫内・器具類の拭き取り、提供品の残品、原材料を検査室等へ搬入）で、作業が終れば、直ぐに帰所します。聴き取りで、他に利用者のグループがあれば、連絡先等を保健所へ連絡します。
調査中に、ほぼ原因施設とほぼ推定された場合には、聴き取り班から営業者等へ自主休業をお願いする場合があります。これは指導（要請）ですので、営業を継続する場合、予約客だけの営業を継続ける場合があります。自主休業中の理由説明には「ガス漏れ事故のために臨時休業します」の張り紙が多かったです。
　聴き取り調査の結果、他のグループ客の症状等から、原因施設とほぼ特定できた場合には、検査結果を待たずに、行政処分の手続きに入ります。
営業禁止、停止処分
　行政処分には、営業禁止（期間の定めなし）、営業停止（期間を定める）処分の二通りがあります。この営業禁停止期間は再発防止の期間とされ、営業禁止処分の場合には、再発防止が確認されてから営業禁止解除処分が出されます。営業者等へ処分書を交付したのちに、同様な事故防止のためと、原因施設となった飲食店で食事をし、症状があったのに、そのことを知らなかった人の救済を含めで、報道（記者）発表をします。
　営業禁停止期間中に施設内の清掃、保健所による従事者への衛生教育が行われます。
　家庭内食中毒の場合には、患者が特定されているので報道発表しませんが、多くの住民に注意喚起が必要なフグ、毒キノコなど原因の場合には報道発表をします。
食中毒と考えられても、食中毒事件として扱わない場合がある
①　原因施設と疑われた飲食店が２店あったった場合。
　　営業禁止処分、公表となると、飲食店に営業上の大きな損失を与えることとなるので、両店に対し再発防止の指導をし、患者グループに調査内容を説明し納得を得ました。なお、可能性が高い飲食店が治療費等を負担したと聞いています。
②　患者グループから途中で調査を断ってきた場合
　　事業所から幹部の懇親会で食中毒症状を呈し、利用した飲食店が原因ではないかと通報がありました。調査していくと、事業所給食が原因と考えられました。業者委託の給食施設ですが、事業所名が出るのを恐れて、事業所の調査協力が得られなくなりました。被害者名は公表しませんが、施設の所在地、名称を公表しますので事業所名が判明してしまう場合があります。
　　ほかの事業所において、運動部の合宿を他県で行い、食中毒症状を呈したとの通報がありましたが、やはり、事業所名が出るのを恐れて、調査途中で協力が得られなくなりました。
　
　　このような場合には、食中毒（事件）としては扱われなく、有症苦情と扱われ、食中毒統計には計上されません。
まとめとして
住民から保健所へ、食中毒（飲食に起因する健康障害）の問い合わせは多数あります。家庭内、あるいは思い違いなどで、飲食店が原因と思われる事例は、大変少ないです。可能性が高くても、公表することにより営業者に多大な損失を与えるので、確信が持てなければ食中毒事件として扱いません。そのために、公表されない隠れた食中毒は、大変多くあります。そこで、隠れている食中毒事件が多いことを理解していただき、日頃からの衛生の徹底を図り、食中毒などの事故防止に努めていただきたいと思います。（笈川 和男）
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参考
食中毒発生時の食品衛生法による処分、公表の根拠に係る関連条項の概要
第６条（不衛生な食品の販売、陳列の禁止）
　不衛生な食品（腐敗、有毒な物質、病原微生物に汚染されたもの）その他人の健康を損なうものは販売、陳列をしてはならない。
第55条（営業禁止・停止処分の根拠）
都道府県知事（保健所を設置する市・特別区ににあっては市長・区長）は第6条に違反した場合、営業の禁止、若しくは停止することができる。（多くの場合、自治体の内規で保健所長に委任されています）
第63条（食中毒事例公表の根拠）
都道府県知事は、食品衛生上の危害の発生を防止するため、この法律に違反した者の名称等を公表し、食品衛生上の危害の状況を明らかにするよう努める。
